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１．はじめに 

鉄道は自動車等に比べて 1 人当たりの CO2 排出量

やエネルギー消費量が格段に少なく、定時性・輸送力

等の面でも優れた交通機関といわれている。しかし、

特に地方部では少子高齢化による沿線の人口減少や

乗用車の利用増加により、輸送人員は昭和 62 年から

減少の一途をたどり、その結果平成 12 年以降 23 路線

532km もの鉄道路線が廃線を余儀なくされた。廃線

に至る理由の一因として、鉄道のランニングコストの

負担が大きいことが挙げられる。そこで、少ない輸送

量でも鉄道の環境・エネルギー面での優位性が確保で

きるよう、一層の省エネルギー化を図る必要がある。 
これに資する技術として、電気鉄道の場合、制動に

よるエネルギー回収を可能とする回生制動の有効活

用が重要である。しかし、回生エネルギーの有効活用

にはさまざまな技術的課題が存在している。 
そこで、安全性、定時性、速達性を保ちつつ回生ブ

レーキを最大限有効に働かせることにより効率的な

運転を行うことを目的とし、省エネルギー運転を実施

するために列車運転士を支援するオンボード運転支

援装置の研究開発を鉄道建設・運輸施設整備支援機構

の「運輸分野における基礎的研究推進制度」の平成

22 年度採択課題「持続可能な低コスト・省エネルギ

ー鉄道のためのパワーマネージメント」において行う

こととした。 
本論文では、開発を行っているオンボード運転支援

装置について、営業線における動作確認試験により有

効性を検証した結果を示す。 
 
 

２．オンボード運転支援装置の概要 
２．１．装置構成 
オンボード運転支援装置の装置構成の概要を図１

に示す。本装置は、低コストでぎ装可能な装置とする

ため汎用技術を用いることとし、GPS 等を利用した

位置検知や、簡易なカメラによるノッチ位置や架線電

圧計の画像解析による列車運転状況の把握、公衆無線

を利用した列車間での運行状況の情報伝送等を用い

て、回生ブレーキが有効に働き、他車両で電力の消費

が可能であるか否か等の解析を行い、必要な運転支援

情報を運転士に伝えるものである。 
ノッチや電圧計を画像解析により把握するとした

理由は、車両の電気回路に手を加えることなく支援装

置をぎ装できるようにすることにより、安全性を損な

わず、低コストで実現できるよう考慮したことによ

る。 
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図１ オンボード運転支援装置の構成 

ﾊｰﾄﾞ面 ｿﾌﾄ面

1  出発後  乗車後の姿勢不安定・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

2  線路中・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

3  乗客の不注意 ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

4  非常停止で落下
・前後方向の動揺減衰機構の導入
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入

・非常停止減速度の適切な設定と調整
・係員の対応の改善（非常停止操作時の案内体制の徹底）

5  到着前  降車準備時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ、専用ｼﾞｬｹｯﾄ、ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい降車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前の監視体制の徹底）

6  出発後  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

7  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ下ろさず ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

8  乗客の不注意
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

9  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰと座面の隙間から落下
・小さい子供等が滑り落ちることのないｾｰﾌ
ﾃｨﾊﾞｰへの構造変更

・乗客への注意喚起方法の改善（正しい乗車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（乗車後の監視体制の徹底）

10  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・ﾊﾞﾗﾝｽ崩す ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰが緩やかに上がる機構の導入
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上昇速度の適切な設定と調整
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

11  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時・非常停止による落下 ・前後方向の動揺減衰機構の導入
・非常停止減速度の適切な設定と調整
・係員の対応の改善（非常停止操作時の案内体制の徹底）

12  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ気付かず・ﾊﾞﾗﾝｽ崩し
・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰが開くことを知らせる（音、振
動等）機構の導入

・乗客への注意喚起方法の改善（ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ上げ時、同乗者に声をかける操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

13  ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ早く上げ ・ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰの自動開閉機構の導入
・乗客への注意喚起方法の改善（正しいｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作位置、操作方法の案内、啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前のｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ操作の監視体制の徹底）

14  乗客の不注意
・乗客への注意喚起方法の改善（正しい降車方法の啓蒙）
・係員の対応の改善（降車前の監視体制の徹底）

 到着前
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 線路中間無
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⑬ モーダルシフト促進に向けた 
公共交通利便性向上のための技術的検討 
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１．はじめに 
モーダルシフトを促進するために公共交通の利用

を拡大するためには、公共交通の魅力を現状より高め

ることが必要だと考えられる。そのための方策とし

て、速達性の向上や、ドア・トゥ・ドアに近い利便性

を実現させることが考えられる。 
都市内軌道系公共交通の一例である路面電車の速

度向上への取り組みや、軌道系交通とバス交通の長所

を兼ねた新しいシステムの技術開発等を紹介する。 
 

２．路面電車・ＬＲＴの利便性向上策 
２．１．軌道車両の速度向上に向けた動き 
公共交通の魅力を高める手法の一つとして、表定速

度を上げ到達時分を短縮する方法がある。道路信号に

したがって運行する軌道車両（路面電車･LRT）につ

いては、優先信号を導入することで表定速度を上げる

方策があり、一部事業者で採用されている。 
近年開発された LRT 車両については、鉄道線への

乗り入れも考慮して、既存車両と比較して高速走行が

可能となっている。しかし、現在は軌道車両の併用軌

道上における最高速度は軌道運転規則により 40km/h
に制限されており、新型の車両でも車両性能を生かし

た速度向上により表定速度を高める手法をとること

はできない。 
最高速度の制限を変更するには、変更してもこれま

でと同等以上の安全性が担保されることを示す必要

がある。国土交通省では路面電車の速度向上の可能性

を調査するため、平成 22 年より「路面電車の速度向

上に関する調査研究」を開始し、交通安全環境研究所

がこの調査業務を受託した。具体的内容は、路面電車

が運行する路線環境をシミュレーション技術の活用

により再現し、速度向上に伴う事故発生等のリスク分

析及びその対応策等の安全性の評価手法を確立する

ための調査検討を行うものである。 

２．２．速度向上のリスク分析 
事故発生のリスク分析を行うために、インシデント

事象についての検討を行った。対自動車とのインシデ

ントパターンとしては、自動車と路面電車の走行経路

が交錯するパターンとして、図 1 に示すパターンが挙

げられる。同様に対歩行者のインシデントパターンに

ついても、電停や交差点部における歩行者導線につい

て検討を行った。こうしたインシデントパターンを運

転シミュレータ上で再現し（図 2）、軌道事業者の運

転士に実際に操作して貰い、主観評価により事故に至

る恐れが無い状態（レベル 0）から事故寸前（レベル

8）まで、９段階で入力する方法で評価した。 
また、自動車側の視点でもシミュレーションを行

い、タクシー運転手を対象に同様のリスク評価を実施

した。これまでの試験により一定の成果は得られてい

るが、今後は軌道事業者の運転士の参加者数をさらに

増やすとともに、自家用車利用の一般ドライバーも参

加した試験を実施する予定である。 
 

 
図 1 対自動車とのインシデントパターン例 

 
図 2 シミュレータ上のインシデント発生状況 

 

 

また、公衆回線を用いて運行に係る情報をやり取り

するため、VPN 通信により仮想的な専用回線を作り

出しことにより、セキュアな通信回線を確保した。 
２．２．支援機能 
回生ブレーキを最大限有効に働かせることによる

省エネルギー運転を実現するために、運転士を支援す

る方法として、「力行コントロール機能」と「制動コ

ントロール機能」との２つの機能を用意することと

し、また、省エネルギー効果をわかりやすく示すため、

次駅到着時にエネルギー削減量を示すこととした。 
 
３．オンボード運転支援装置の営業線における 

動作確認試験 
今回開発を行っているオンボード運転支援装置に

ついて、昨年度は車庫線において試験を行ったが、今

年度は営業線にて試験を行った。営業線での試験は新

京成電鉄㈱において試運転列車を用いて実施した。 
営業線における現車試験では、オンボード運転支援

装置に東京大学が検討をしている制動支援パターン

（図２）、及び千葉大学が検討している架線側の負荷状

況の推測方法を組み込み、昨年度の車庫線での試験で

課題となったカメラアングルによる画像検知性能へ

の影響に対する対策（図３）の有効性の確認と、運転

士の意見を反映した支援画面の受容性確認を行った

（図４）。 
今回試運転列車に用いた車両は２ハンドル（力行と

制動の２つのハンドルがあるもの）のため、制動時方

法として、支援装置の画面に扇形で制動のステップ位

置を示すことにより、運転中において直感的にわかり

やすい支援画面を作成した。 
 

４．まとめ 
今回、オンボード運転支援装置の開発を昨年に引き

続き実施し、営業線における支援装置の動作確認を行

った。その結果、当初想定していた動作が確認された

とともに、支援画面の運転士への受容性についても十

分確保されていることの確認が得られた。 
今後は本支援装置に従った運転を実施した場合の

省エネルギー効果についてさらに検討を進め、当初目

的としていた省エネルギー効果が得られるよう、運転

支援パターンの調整等をしていくとともに、他の路線

への適用の可能性についても検討を進めていく予定

である。 

 

図２ 支援パターンと実際の運転パターン 
（五香－常盤平間） 

図３ 台形補正等を用いたカメラアングル影響対策 

図４ 制動支援実施中の支援画面 


